本町の財政状況と今後の見通し
本町の財政状況は、財源不足により基金繰入金に依存する形がここ数年続いており、基金残高の減少が今後の大きな懸念材料となっており、町議会からも今後の財政運営を危惧する声が上がっており、財政健全化が強く求められている。
基金残高の減少の要因としては、主に町主要施策である公共下水道事業推進に伴う公共下水道事業特別会計への費用負担や道路建設改良事業の増加であるが、その他の要因として、職員の年齢構成が偏在化していることによる人件費の増加や少子高齢化に対応するための社会保障費の増加、老朽化した公共施設の改修工事費の増加に加え、平成28年度及び平成30年度の災害に対応するための災害復旧事業などがあげられる。
令和元年度決算では、ここ数年の行政改革大綱及び実施計画に基づく各課室の取り組みの積み重ねや、事業費の抑制、町税及びふるさと納税などの歳入確保のための努力、法人町民税の収入が好調であった等の理由から、基金残高の合計が９年ぶりに黒字（＋2,982万円）となり、実質単年度収支にその他基金の増減を加えた再収支も９年ぶりの黒字（＋2,279万円）となった、また、一般会計の起債残高も減少（▲5,392万円）しており、財政状況は改善傾向にある。
しかし今後は、職員定数の増や会計年度任用職員の昇給等による人件費の増加や、社会福祉事業等の扶助費の増加、ごみ処理施設最終処分場建設やごみ焼却場建設、県建設事業（道路整備・ため池改修）の実施に伴う多額の負担金の増加、里見排水機場のオーバーホールなどの投資的経費の増加、下水道事業への負担金・補助金の支出、さらに小中学校への空調設備の新設や災害情報伝達システム導入などここ数年の投資的経費に充当した（する予定の）起債の償還額の大幅な増加が予想され、基金に依存する体質から脱却するためには、引き続き歳出削減を徹底し、歳入に見合った行財政運営に努めていく必要がある。
歳出では、確実に増加が見込まれる人件費・扶助費・公債費の義務的経費の削減は困難なため、大胆に事務事業の見直しを行うとともに消費的経費及び投資的経費を継続的に削減するなど、痛みを伴う決断・改革により歳出の抑制・削減を行い、必要最低限の予算編成に努めなければ、持続可能な行財政運営は困難な状況に追い込まれていくこととなる。
歳入では、自主財源である地方税の大幅な増加は見込めない状況であるため、地方税の確実な収納を今後も着実に行っていき、地方税以外の歳入に関しても確保するための対策を検討、実行していく必要がある。


